
電子申請の共同運営システムの構築経費について 

 
１ 概要 
  県・市町の共同利用型の電子申請システムを構築するため、１５年度に市町の業務の標準化や運

営体制の整備を行い、１６年度にシステムの構築・運用を図る。 
 
２ 運用主体 
  電子自治体推進協議会が、県・市町から分担金を徴収し、民間事業者にシステムの運用を委託す

る。 
システムの構築に当たっては、県が先行して開発する電子申請システムをもとに、市町の共同利

用に必要な機器の増設等を行い、民間のデータセンターに移設する。 
 
３ 県・市町の負担の考え方 
  共同利用に伴う初期経費（県システムのデータセンターへの移設及びハード、ソフトの追加）は

参加市町で均等に負担し、運用経費ついては利用件数を加味した割合で県・市町が負担する。 
 
 

県 市 町 

整  備 
（初期投資） 

○１４・１５年度に開発したシス

テムを１６年度に共同運営のコ

アシステムとして市町に無償提

供 
 
 

○共同利用に必要なシステムの移設、追

加機器・ソフトウェアを整備 
［全市町が均等に負担］ 
 ・県システムのデータセンターへの移

設 
 ・市町との接続装置の整備 
 ・データベースサーバー等の増設 
［個々の市町が負担］ 
 ・申請・届出様式の作成 

運  用 

 
 

   

 

 

４ 負担経費試算例 

 
 
 
 
 
 
 
（１）初期経費（県システムの移設・機器増設） 
  ・概算経費   約 65,000千円 （税抜き） 
   ・負担方法   参加市町が均等割で負担  １市町当たり 約 3,250千円（税抜き） 
  
 
 
 
 

○県と参加市町との共同負担 
  機器リース等    65,174千円 

運用サポート等    77,436千円 

     計        142,610千円 

前提条件 
①２０市町で共通の１０手続の利用を想定 
②ハードウェア性能は、県単独システムの倍を想定 
③追加機器は５年リースとし運用経費に含む 



（２）運営経費（２０市町と県の利用を想定） 
    年間運営経費 142,610 千円を均等割（50%）と人口割（50%）とした場合 
 （単位：千円、税抜き） 

     均等割 人口割 計 

県 3,395 35,653 39,048 

市町（20） 67,910 35,652 103,562 

計 71,305 71,305 142,610 

     
（３）人口規模別の市町負担額（年額） 
  ２０市町を人口規模別にランク分けし、それぞれの市町の負担額を試算した。参加市町が４０

団体に増加すると、各市町の負担は 34～44％削減される。 
                                  （単位：千円、税抜き） 

参加市町数２０ 参加市町数４０  人口 

市町

数 
均等割

額 
人口割

額 
合計 
市町

数 
均等割

額 
人口割

額 
合計 

A ５０万人以上 １ 3,498 14,137 17,635 １ 1,967 9,704 11,672 

B 
１０万人～ 
５０万人 

５ 3,498 2,746 6,244 ９ 1,967 1,885 3,852 

C 
３万人～ 
１０万人 

９ 3,498 509 4,007 15 1,967 349 2,317 

D ３万人以下 ５ 3,498 102 3,600 15 1,967 70 2,037 

  
（参考）単独で構築した場合の経費（５年間経費）     （単位：千円、税抜き） 

 処理可

能件数 
初期経費 

運用経費 
（年間） 

５年間経費 
共同運営 
（５年間） 

A 30 万件 220,000 36,200 401,000 91,427 
B 10 万件 170,000 26,000 300,000 31,222 
C ２万件 135,000 14,900 209,500 20,034 
D １万件 90,000 10,000 140,000 18,000 

   ＊ハードウェア機器は買取で、初期経費に計上 

 
（４）その他 
  ・共通して電子化する手続以外の手続を電子化する場合は、手続の数と難易度に応じて 
   それぞれの市町で別途経費が必要となる。 
・申請手数料等をオンライン収納するため、マルチペイメントを利用するための経費は含まれて

いない。 
 


